
日本組織培養学会利益相反（COI）に関する内規 

 

日本組織培養学会（以下、「本会」とする）は、利益相反（conflict of interest：COI）に関して、下記の通り内規を定

めるものとする。 

 

(目的) 

第 1 条  本会および本会会員が関与する学術活動において、利益相反（conflict of interest : COI）によって研究

の方法、データの解析、結果の解釈および研究成果の評価が歪められることがあってはならない。本

会はこれを保証するために、利益相反に関して必要な事項を内規として定め、利益相反を適切に管理

し、必要に応じて利益相反を開示する。これによって、本会は社会に対する説明責任を果たすものとす

る。 

 

（申告すべき対象者） 

第２条  本内規は 以下の対象者に対して適用される。 

1. 日本組織培養学会会員。 

2. 日本組織培養学会主催の学術大会、シンポジウム等で研究発表を行う者。 

3. 学会誌：組織培養研究（Tissue Culture Research Communications）に研究論文等を投稿する者。 

4. その他、日本組織培養学会が関与するすべての事業・活動・出版等に関与する者。 

 

（申告すべき利益相反状態の基準） 

第３条   第２条に定める対象者が以下の事項に該当する場合は、利益相反の状況を自己申告によって開示し

なければならない。開示の方法は事業・活動・出版物ごとに別に定める。 

1. 企業や営利目的の団体の役員・顧問等の職に就き、その報酬が一企業・団体あたり 100万円/年 

を越える場合。 

2. 企業の株式を保有し、その利益が一企業あたり 100 万円/年を越える場合。 

3. 特許権等を有し、一つの特許権の使用料等の収益が 100 万円/年を越える場合。 

4. 企業や営利目的の団体から得る講演料が一企業・団体あたり 50 万円/年を越える場合。 

5. 企業や営利目的の団体から得る原稿料が一企業・団体あたり 50 万円/年を越える場合。 

6. 企業や営利目的の団体から得る研究費が一企業・団体あたり 200万円/年を越える場合。 

 

第４条   第３条で開示する必要がある利益相反は、第２条の対象者が関与する研究発表、論文投稿およびそ

の他の活動の内容に関連するものに限る。該当する利益相反が無い場合はその旨を宣言あるいは記

述すること。 

 

（違反事例の報告） 

第５条  本内規に違反するおそれがある事例に対して、当該事例と最も関係が深い委員会は必要な調査を実

施し、その結果を幹事会に報告する。 

 

（違反者への措置） 

第６条  第５条の報告を受けた幹事会は本内規違反の有無を判断し、内規違反の対象者に必要な是正勧告も

しくは適切な措置を決定する。 



（規定の改廃） 

第 7 条  本規定の改廃は、幹事会の議決により行う。 

 

附則 

1. 本内規は平成 29 年７月 1日から施行する。 

2. 施行日から 2年間を経過措置期間とし、その後に正式に施行する。経過措置期間中の本規定違反者 

に対する措置は行わない。 


